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豊明市における人事行政の運営等の状況 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況                    （一般職） 

退職（平成30.4.1～平成31.3.31） 採用（平成30.10.1～平成31.4.1） 職 員 数 

(各年4月1日現在) 

再任用短時間

勤務職員数 定年 応募認定 その他 死亡 計 競争試験 選考試験 計 

11人 1人 9人 1人 22人 21人 0人 21人 
31年 412人 32人 

退職（平成31.4.1～令和2.3.31） 採用（令和元.7.1～令和2.4.1） 

定年 応募認定 その他 死亡 計 競争試験 選考試験 計 
2年 405人 31人 

11人 1人 14人 0人 26人 19人 0人 19人 

 

２ 人件費の状況（令和元年度普通会計決算） 
住民基本台帳人口 

（元年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

実 質 収 支 人 件 費 

Ｂ 

人 件 費 率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 
30年度人件費率 

人 

６９，０２７ 

千円 

21,755,225 

千円 

  1,425,534 

千円 

3,201,201 

％ 

 14.7 

％ 

15.1 

（注）１ 人件費には、市長、議員ほかの特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

２ 決算状況の詳細については、本市財政課ホームページをご覧ください。 

https://www.city.toyoake.lg.jp/14184.htm 

 

３ 職員の給与の状況 
（１）職員給与費の状況（令和元年度決算） 

会計区分 
職員数  

Ａ 

給       与       費 一人当たり 

給与費 

B/A 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

一般会計 

   人  
 ３８８ 
（３８５） 

千円 千円 千円 千円 千円 

1,303,568 308,747 567,949 2,180,264 5,619 

（1,274,567） （308,747） （556,508） （2,139,822） （5,558） 

一般会計

及 び   

特別会計 

   人 
４１３ 

（４１０） 

千円 千円 千円 千円 千円 

1,386,436 330,749 602,612 2,319,797 5,616 

（1,357,435） （330,749） （591,171） （2,279,355） （5,559） 

（注）１ （  ）内は、市長、副市長及び教育長を除いた一般職員分（再任用短時間勤務職員を除く。）です。 

２ 職員手当には、期末・勤勉手当及び退職手当を除く全ての手当が含まれています。 

３ 特別会計とは、特定の事業を行い、一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に設けられるものです。給

与費を含む本市の特別会計は、国民健康保険、下水道事業、農村集落家庭排水及び介護保険特別会計の４会計です。 

 

（２）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

区  分 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 

豊 明 市 １００．２ ９９．７ ９９．０ ９８．７ ９８．７ 

全国市平均 ９８．７ ９９．１ ９９．１ ９９．１ ９８．９ 

（注）ラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 

 

 

 

 

 

https://www.city.toyoake.lg.jp/14184.htm
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（３）一般行政職給料表の状況（令和２年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 
１号給の 

給料月額 
146,100 195,500 231,500 264,200 289,700 319,200 362,900 408,100 458,400 

最高号給の

給料月額 
247,600 304,200 350,000 381,000 393,000 410,200 444,900 468,600 527,500 

 

（４）一般行政職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（各年４月１日現在） 

年 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

３１年 

豊 明 市 ３９．５ 歳 307,182円 402,638円 367,950円 

愛 知 県 ４１．７ 歳 322,768円 434,744円 382,962円 

国 ４３．４ 歳 329,433円 ― 411,123円 

類 似 団 体 ４１．７ 歳 314,447円 393,479円 350,443円 

２年 
豊 明 市 ３９．４ 歳 307,929円 397,094円 369,070円 

国           

（注）１ 「平均給料月額」は、各年４月１日現在における基本給の平均です。 
２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の手当の額を

合計したものであり、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員との比較のため、平均給与月額から通勤手当、

時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当を除いて再計算したものです。 
３ 愛知県、国等の比較にあたり、年齢等の点において、完全に一致しているものではありません。 
４ 「―」印は、未発表のものです。 
５ ２年の愛知県及び類似団体の数値については、本資料作成時点では未発表となっています。 

（５）代表的な職種の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料（各年４月１日現在） 

年 区   分 初 任 給 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

31 

一般行政職 
大学卒 187,200円 266,660円 321,088円 （335,500円） 

高校卒 153,000円 （226,600円） （265,700円） （300,600円） 

技能労務職 高校卒 
155,500円 

～214,800円 
（186,300円） （232,700円） （257,000円） 

2 

一般行政職 
大学卒 188,700円 269,250円 308,925円 （335,500円） 

高校卒 154,900円 （228,100円） （266,500円） （300,600円） 

技能労務職 高校卒 
157,400円 

～215,900円 
（188,000円） （234,200円） （257,800円） 

（注）（  ）書きは、該当者がいないため、モデル給料又は近似の階層より求めた数値としています。 
 

（６）一般職員（技能労務職及び再任用短時間勤務職員を除く。）の級別職員数の状況（各年４月１日現在） 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計 

標準的な 

職務内容 

主事補 

事務員 

主事 主査 担当係

長 

課長補

佐 

主幹 部次長 

課長 

部長 参事  

31

年 

職員数 ５９人 ７６人 １１６人 ５４人 ４２人 ２人 ２９人 ７人 ０人 ３８５人 

構成比 15.3％ 19.8％ 30.1％ 14.0％ 10.9％ 0.5％ 7.6％ 1.8％ 0.0％   

標準的な 

職務内容 

主事補 

事務員 
主事 主査 担当係長 課長補佐 主幹 

部次長

課長 
部長 参事  

2

年 

職員数 ５４人 ７９人 １２４人 ５１人 ３７人 １人 ３０人 ６人 ０人 ３８２人 

構成比 14.1％ 20.7％ 32.5％ 13.3％ 9.7％ 0.3％ 7.9％ 1.6％ 0.0％   

（注）１ 豊明市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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（７）昇給への勤務成績の反映状況（令和元年度） 

区    分 人 数 昇 給 制 度 の 説 明 

対象職員数 Ａ ４１３人 

１ 地方公務員法第４０条に基づき実施した人

事評価の結果（６段階）を元に、病気休暇、懲

戒処分又は分限処分、その他の勤務状況から昇

給号給数を決定します。 

２ ４号給が標準成績の者です。（標準成績の５

５歳以上は昇給しない。） 

３ 昇給額は、級及び号により異なります。   

昇給した職員数 Ｂ ３２８人 

号給数別内訳 

１号給 ６人 

２号給 ２０人 

３号給 １６人 

４号給 ２２５人 

５号給 ４７人 

６号給 ８人 

７号給 ４人 

９号給 １人 

１０号給 １人 

比  率 Ｂ／Ａ ７９．４％ 

（注）対象職員数は、令和２年１月１日現在の一般職（再任用職員を除く。）の人数です。 

 

（８）職員手当の状況 

期末・勤勉

手  当 

一人当たり平均支給額（令和元年度決算） １，３７２千円 

支給割合 

(元年度) 

期末手当 ６月期   1.3月分   12月期 1.3月分    計  2.6月分 

勤勉手当 ６月期 0.925月分     12月期 0.975月分    計  1.9月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 役職加算 ５～２０％ 

勤勉手当への勤務実績の反映状況（令和２年度） 

人事評価の結果に基づき成績率（支給月数）を決定 

Ｓ→１．３６５       Ａ→１．２０５   Ｂ２→１．１１ 

Ｂ１（標準）→０．９５   Ｃ→０．９０７   Ｄ →０．８５ 

 

退職手当 
一人当たり平均支給額 

（令和元年度） 

自 己 都 合 勧奨・定年・死亡 

２，７５２千円 ２０，２０１千円 

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に、豊明市の退職手当事務を処理している愛知県市町

村職員退職手当組合より支給された平均額です。 
 

地域手当 

支給実績（令和元年度決算）  １５０，１７２千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（令和元年度決算）   ３４４，４３０円 

支 給 率        １０％ 

特殊勤務 

手  当 

支給実績（令和元年度決算） ６６６千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（令和元年度決算） ６０，５１４円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ２．５％ 

手当の種類（手当数）  （令和２年４月１日現在）   ３種類 （４手当） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

防 疫 等 
作業手当 

衛生関係職員 
感染症の病原体の付着した物件又は付着の

危険がある物件の処理作業 
日額  ２９０円 

不快手当 

 

清掃関係職員 じん芥収集業務 日額  ６００円 

福祉関係職員 行旅死人収容作業 １回１，０００円 

用地交渉手当 土木・建築関係職員 用地交渉等の業務 日額  ２５０円 

時 間 外 

勤務手当 

支給実績（令和元年度決算） ７７，８９７千円 

支給対象職員一人当たり平均支給年額 ２０８，２７９円 

（注）「平均支給年額」は、決算額を平成３１年４月の職員数（管理職手当受給職員を除く。）で除したものです。 
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手 当 名 
内容及び支給単価 

（令和２年４月１日現在） 

国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(元年度決算) 

支給職員一人当たり

平 均 支 給 年 額 

(元年度決算) 

扶養手当 

配偶者     6,500円 

子       10,000円  

父母等     6,500円 

16歳以上22歳未満の子の 

加算      5,000円 

同 ― 28,002千円 233,345円 

住居手当 

借家限度額（市内）  

28,000円 

借家限度額（市外）  

14,000円 

異 

市外居住者 

については 

半額 
16,854千円 210,677円 

通勤手当 

交通機関利用者限度額 

       55,000円 
同 ― 

22,024千円 68,823円 自動車等使用者 2,000円 

      ～24,500円 

※片道２㎞未満、不支給 
同 ― 

管 理 職 

手  当 

部長職    77,600円 

課長職    62,000円 

主幹職    49,900円 

課長補佐職  43,700円 

異 

職区分の適用

及び額が一部

異なる 
53,509千円 637,007円 

 

（９）特別職の報酬等の状況 （令和２年４月1日現在） 

区    分 給  料  月  額  等 

給  料 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

９３５，７５０円 

８０４，０００円 

７０３，０００円 
（期末手当元年度支給割合） 

３．２０ 月分  

（期末手当２年度支給割合） 

３．２０ 月分  報  酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

４９９，０００円 

４４５，０００円 

４０５，０００円 

 

退職手当 

 

市   長 

副 市 長 

教 育 長 

（算定方式）       （１期の手当額）  （支給時期） 

給料月額×在職月数×39.2/100   18,533,760円    任期ごと 

給料月額×在職月数×23.5/100    9,069,120円    任期ごと 

給料月額×在職月数×19.1/100    5,088,240円    任期ごと 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、市長、副市長において

は、１期（４年＝４８月）、教育長においては、１期（３年＝３６月）勤めた場合における退職手当の

見込額です。 
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４ 技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針 

（１）現状（令和２年４月１日現在） 

ア 職種ごとの平均年齢、平均給与等及び民間従業員データ 

区 分 平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

Ａ 

平均給与月額 

（国ベース） 

豊  明  市 54.0 歳 289,196円 327,074円 322,648円 

 うち清掃職員 49.2 歳 291,860円 347,606円 333,806円 

うち学校給食調理員 54.8 歳 288,485円 322,199円 320,445円 

うち保育園調理員 56.5 歳 288,380円 319,218円 317,218円 

国   ―  

参      考 

豊 明 市 

民 間 比 較 年収ベース（試算値）の比較 

対応する 

類似職種 
平均年齢 

平均給与月額

Ｂ 
Ａ／Ｂ 

公務員 

Ｃ 

民 間 

Ｄ 
Ｃ／Ｄ 

清掃職員  廃棄物処理業従業員 歳 円  円 円  

学校給食調理員 調理士 歳 円  円 円  

保育園調理員 調理士 歳 円  円 円  

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（平成２９年～３１年の３年平均）を使用

しています。 
２ 技能労務職の職種と民間の職種の比較は、年齢、業務内容、雇用形態等の点において、完全に一致しているもので 

はありません。 
３ 年収ベースの「公務員」及び「民間」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては 

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与を加えた額です。 
４ 「―」印は、未発表のものです。 

 

  イ 職種ごとの人数及び年齢別職員数 

区  分 
20歳 

未満 

20～ 

23歳 

24～ 

27歳 

28～ 

31歳 

32～ 

35歳 

36～ 

39歳 

40～ 

43歳 

44～ 

47歳 

48～ 

51歳 

52～ 

55歳 

56～ 

59歳 
計 

全  体 0 0 0 1 0 0 0 0 3 9 10 23 

 

 

 

清掃職員 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4 0 5 

学校給食調理員 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 7 13 

保育園調理員他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 5 
 

  ウ その他給与に関する事項 

  （ア）給料表 

     国家公務員の行政職給料表（二）を適用 
 

  （イ）技能労務職員に係る特殊勤務手当 

手 当 名 称 支  給  要  件 支 給 単 価 

不快手当 じん芥収集の業務に従事した職員 日額   ６００円 
 

  （ウ）昇給基準 

     毎年１月１日に、前年１０月に実施した人事評価の結果に応じ、４号給を標準として昇給しま

す。（標準成績の５５歳以上は昇給しない。） 
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（２）基本的な考え方 

技能労務職については、特別な場合を除き原則退職不補充としています。 

また、給与に関しては、国、県及び他市町並びに民間事業従事者の状況を考慮し、適宜改正等の判

断をすることとしています。 
 

（３）具体的な取組内容 

   平成１８年度に大規模な給与構造改革を行い、人事評価の結果に応じて、昇給号給数に差を設ける

査定昇給制度を導入しました。 

   また、技能労務職に係る特殊勤務手当においては、平成１８年度に年末年始手当を廃止し、平成２

６年度には不快手当（じん芥収集業務）を日額８００円から６００円に減額しました。 
 

（４）その他 

   技能労務職は退職者不補充職種であるため、自動車運転業務、ごみ収集業務及び保育園調理業務に

ついて民間委託を実施しており、今後においても可能な業務にあっては民間委託を検討、継続してい

くこととしています。 

 

５ 定員管理の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由                  （各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

平成31年 令和2年 

普

通

会

計

部

門 

一

般

行

政

部

門 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

5 

76 

29 

163 

24 

0 

6 

6 

29 

5 

71 

30 

161 

23 

0 

7 

6 

35 

 

△5 

1 

△2 

△1 

 

1 

 

6 

 

職員派遣終了に伴う減等 

勤務条件改善に伴う増 

指定管理制度導入に伴う減等 

職員派遣終了に伴う減等 

 

職員派遣による増 

 

機構改革に伴う業務増による増等 

計 338 338  ＜参考＞人口１万人当たり職員数  ４９．０人 

教育部門 48 42 △6 機構改革に伴う業務移管による減等 

消防部門 1 1   

小  計 387 381 △6 ＜参考＞人口１万人当たり職員数  ５５．２人 

会
計
部
門 

 

公
営
企
業
等 

下 水 道 

国  保 

介  護 

8 

8 

9 

8 

8 

8 

 

   

△1 

 

 

職員派遣受入れに伴う減 

小  計 25 24 △1  

合  計 
412 

[ 544 ] 

405 

[ 544 ] 

△7 

 
＜参考＞人口１万人当たり職員数  ５８．７人 

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数(再任用短時間勤務職員を除く。)です。 

２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 
20歳 

未満 

20～ 

23歳 

24～ 

27歳 

28～ 

31歳 

32～ 

35歳 

36～ 

39歳 

40～ 

43歳 

44～ 

47歳 

48～ 

51歳 

52～ 

55歳 

56～ 

59歳 

60歳 

以上 
計 

職員数 
人 

4 

人 

23 

人 

43 

人 

47 

人 

56 

人 

58 

人 

36 

人 

17 

  人 

49 

人 

41 

人 

27 

人 

4 

人 

405 
（注）職員数は一般職に属する職員数(再任用短時間勤務職員を除く。)です。 
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（３）職員数の推移                                （単位：人・％） 

     年度 

部門別 
27年 28年 29年 30年 31年 2年 

過去5年間の 

増減数（率） 

一般行政 336 334 341 340 338 338 2（0.6） 

教育 57 54 52 48 48 42 △15（△26.3） 

消防 70 74 73 1 1 1 △69（△98.6） 

普通会計計 460 462 466 389 387 381 △79（△17.2） 

公営企業等会計計 23 23 24 24 25 24 1（4.3） 

総合計 483 485 490 413 412 405 △78（△16.1） 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
    

６ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場 令和２年４月１日現在） 

正 規 の 勤 務 時 間 開 始 時 刻 終 了 時 刻 休 憩 時 間 

７時間４５分 ８：３０ １７：１５ １２：００～１３：００ 

 

（２）休暇の種類（令和２年４月１日現在） 

区   分 付  与  日  数 

年次有給休暇 １の年度につき２０日 
選挙権その他公民としての権利
を行使する場合 

必要と認められる期間 

証人等として国会等へ出頭する場合 必要と認められる期間 

骨髄提供 必要と認められる期間 
ボランティア １の年度において５日の範囲内の期間 
結婚 連続する７日の範囲内の期間 
産前 出産予定日までの８週間（多胎妊娠の場合は１４週間） 
産後 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間 
育児時間 １日２回それぞれ３１分以内の期間 
妻の出産 ２日の範囲内の期間 
育児参加 ５日の範囲内の期間 

子の看護 
１の年度において５日（子が２人以上の場合は１０日）の範囲内
の期間 

短期の介護 
１の年度において５日（要介護者が２人以上の場合は１０日）の
範囲内の期間 

忌引 親族に応じ１～７日以内の連続する日数の範囲内の期間 
父母の祭日（法要） １日 
夏季休暇 １の年度の７月～９月の期間内における５日の範囲内の期間 
災害時による住居滅失等 ７日の範囲内の期間 
災害又は交通遮断による出勤困難 必要と認められる期間 
災害時の危険回避 必要と認められる期間 

 

（３）育児休業等取得者数（令和元年度中に育児休業、部分休業又は育児短時間勤務をした職員数） 

区   分 男 性 女 性 計 

育 児 休 業 ６人  人 ３５人  人 ４１人  人

部 分 休 業 ０人  人 ３０人  人 ３０人  人

育児短時間勤務 ０人  人 ３人  人 ３人  人

計 ６人  人 ６８人  人 ７４人  人
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７ 職員の分限及び懲戒処分の状況（令和元年度） 

（１）職員の分限処分の状況 

ア 休職の状況 

理       由 人 数 

心身の故障のため、長期の休養を要する場合 ６人 

刑事事件に関し起訴された場合   ０人 

学術に関する事項の調査、研究又は指導に従事する場合   ０人 

災害により、生死不明又は所在不明となった場合   ０人 

計   ６人 

イ 職員の意に反する降任・免職の状況 

理      由 降 任 免 職 

勤務実績が良くない場合 ０人  ０人  

心身の故障のため職務遂行に支障がある場合 ０人  ０人  

職に必要な適格性を欠く場合 ０人  ０人  

廃職又は過員を生じた場合 ０人  ０人  

計 ０人  ０人  

 

（２）職員の懲戒処分の状況 

処分の種類 

処分事由 
免職 停職 減給 戒告 合 計 

給与・任用に関する不正関係  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

一般服務違反関係 

（職務専念義務違反、職務命令違反等） 

 

０人 

 

０人 

 

１人 

 

２人 

 

３人 

一般非行関係（傷害、暴行等）  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

収賄等関係（収賄、横領等）  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

道路交通法違反関係  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

監督責任関係  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

合    計  ０人  ０人  １人  ２人  ３人 

 
８ 職員の服務の状況 

（１）服務制度に関する研修等の実施状況 
  地方公務員法に定められた市職員としての義務や公務員倫理を周知、徹底するため、新規採用職

員研修において、服務制度に係る研修を令和元年度も実施しました。 
また、随時、幹部会や通知文書により、服務規律の徹底を図っています。 

 
（２）営利企業等への従事許可の状況（令和元年度） 

区        分 件数 

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員の地位を兼ねる場合 ０件 

② 自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０件 

③ ①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 ５件 

計 ５件 
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９ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の状況（令和元年度） 
豊明市人材育成基本方針及び令和元年度豊明市職員研修計画に基づき、職場外研修、職場研修及び

自主研修を実施し、地方分権時代にふさわしい人材の育成に努めています。 

研修種別 研     修     名 受講者数 

階層別研修 

新規採用職員研修 １５人 

チャレンジ・経験者採用職員研修  ６人 

主事研修 １５人 
主査研修 ２５人 
管理職員研修 ２８人 
現業職員研修 ２６人 
小 計 １１５人 

専門研修 

人事評価 評価者研修（兼フォローアップ研修） ７人 

業務改善研修 ５９人 

能力開発研修 ２９人 

小 計 ９５人 

一般教養研修 

メンタルヘルス研修（一般職員向け） ６３人 

緊急時対応研修 ６７人 

小 計 １３０人 

派遣研修 

自治大学校 １人 

市町村職員中央研修所 ７人 

国際文化研修所 ４人 

愛知県市町村振興協会研修センター ７９人 

尾張東部職員研修協議会 ７１人 

日本経営協会実務研修 ３３人 

愛知県市町村職員共済組合講座 ９人 

小 計 ２０４人 

視察研修 
政策課題実務研修 ４人 

小 計 ４人 

自主研修 

通信教育研修 ３人 

自主研究グループ研修 ４５人 

小 計 ４８人 

合    計 ５９６人 
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（２）勤務成績の評定の概要（令和元年度） 

豊明市においては、部長級以下の全職員を対象に、平成１６年度から新たな人事評価制度を実施して

おり、給与処遇等に反映させています。 

目   的 

客観的かつ公正に職員の勤務実績を測定し、評価することにより、公務員制度にお

ける成績主義の原則を実現するとともに、情実を排除した公正な人事行政により、職

員の勤務能率の発揮及び増進に寄与することを目的とする。 

制度の概要 

原則として、第１次から第３次までの３人の評価者により、職員本人が掲げた目標

を含め、執務全般について、業績、態度・意欲及び能力の３区分１０項目（担当係長

以上は１１項目）の評価を積み上げ、年間総合評語（Ｓ・Ａ・Ｂ２・Ｂ１・Ｃ・Ｄの

６段階）を決定する。 

評価基準日 令和元年１０月１日 

評価期間 

平成３０年１０月２日から令和元年１０月１日まで。 

ただし、上記期間の中途における新規採用者等については、その事由が生じた日か

ら令和元年１０月１日まで。 

対 象 者 

一般職員（再任用職員を含む。） 

ただし、欠勤、休職、停職、その他これに類する事故等のために長期にわたり職務

に従事しない場合は除く。 

実施者数 ４１６人 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 
（１）愛知県市町村職員共済組合（令和元年度一般会計決算） 

負 担 金 ４３８，５９１千円 

一人当たりの年間負担金 １，１４８千円 

 

（２）豊明市職員互助会（令和元年度決算） 

会 員 数 ４１８人 

負 担 金 ４，９０３千円 ※うち人間ドック補助4,006千円 

一人当たりの年間負担金 １２千円 ※うち人間ドック補助10千円 

公 費 補 助 率       ４０．２％ 

主 な 事 業 内 容 
 共済給付事業：慶弔給付、災害見舞金等 

 福利厚生事業：レクリエーションの実施、人間ドック助成等 

 

（３）安全衛生 

  ア 安全衛生管理体制の概要 

    職員の安全の確保、健康の保持増進などの諸施策を効率的に推進するために、豊明市職員安全衛

生管理規程の定めるところにより、安全衛生管理体制を整備しています。 

 

  イ 健康診断ほか主な健康管理の実施状況（令和元年度） 

区      分 受診者数 

定期健康診断 ４３９人 

短期人間ドック ４１１人 

Ｂ型肝炎予防接種（保健師等） ８人 

破傷風予防接種（労務職員等） ７人 
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（４）職員の災害補償 

  ア 公務災害及び通勤災害認定件数（令和元年度） 

公 務 災 害 通 勤 災 害 
合  計 

負 傷 疾 病 計 負 傷 疾 病 計 

５件  ０件  ５件  ０件  ０件  ０件  ５件  

 

 

イ 公務災害補償基金負担金（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に基づく地方公

務員災害補償基金に対する地方公共団体の負担金）（令和元年度決算） 

金      額 一人当たりの年間負担額 

４，０６４千円 ８千円 

 
 

 

豊明市公平委員会の業務の状況 
 

１ 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与、勤務時間等の勤務条件に関して、市の当局が適切な措置を講ずるよう公平委員会に

要求することができます。 

（令和元年度実績） 

前年度から 

の継続件数 

新規申立 

件  数 

処   理   件   数 翌 年 度 

継続件数 容 認 棄 却 却 下 取下げ 計 

   ０件    ２件  ０件  ２件  ０件  ０件   ０件    ０件 

 

２ 不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

   職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申立をすることができ

ます。 

（令和元年度実績） 

前年度から 

の継続件数 

新規申立 

件  数 

処   理   件   数 翌 年 度 

継続件数 容 認 棄 却 却 下 取下げ 計 

   ０件   ０件  ０件  ０件  ０件  ０件   ０件    ０件 

 

３ 苦情相談の制度の概要と状況 

   職員は、勤務条件その他の人事管理に関する苦情相談をすることができます。 

 

   令和元年度処理件数は ０件 
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豊明市職員退職者の再就職の状況 

 

豊明市では、地方公務員法の改正に伴い「豊明市職員の退職管理に関する条例」及び「豊明市職員の退

職管理に関する規則」を定め、再就職の公正性・透明性の確保及び信頼性を高めるため、退職時に課長職

以上であった者のうち営利企業等に再就職した者（自営業・農業に従事している者は含みません。）の状

況を報告するものである。 

 

 令和元年度末に課長級以上で本市を退職した者の再就職状況については、次のとおりです。 

再就職先 人数 

本市再任用短時間勤務職員 ５人 

外郭団体等 ０人 

民間企業等 １人 

合計 ６人 

 

豊明市特定事業主行動計画実施状況報告 

１ 目的 

平成１７年３月に策定した豊明市特定事業主行動計画について、取組の着実な実施に役立てるため、

令和元年度までの主な状況を報告するものである。 
 

２ 状況 

（１）子どもの出生時における父親の休暇の取得 

Ｈ２６年度：５人（対象者５人） 

Ｈ２７年度：８人（対象者１１人） 

Ｈ２８年度：９人（対象者１０人） 

Ｈ２９年度：１１人（対象者１２人） 

Ｈ３０年度：７人（対象者９人） 

Ｒ １ 年度：１０人（対象者１３人） 

 

（２）超過勤務の縮減 

Ｈ２６年度： 107.9時間/人 

Ｈ２７年度： 86.4時間/人 

Ｈ２８年度： 83.7時間/人 

Ｈ２９年度： 90.5時間/人 

Ｈ３０年度： 83.7時間/人 

   Ｒ １ 年度： 84.9時間/人 
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10

11

12

13

14

26 27 28 29 30 1

日
数

年度

一人当たり年次有給休暇取得日数（３）年次休暇の取得 

Ｈ２６年度：10.6日/人 

Ｈ２７年度：10.3日/人 

Ｈ２８年度：11.1日/人 

Ｈ２９年度：12.8日/人 

Ｈ３０年度：13.1日/人 

Ｒ １ 年度：13.3日/人 

 

 

豊明市職員障害者の雇用の状況 

 

  障害者の雇用の安定を図ることを目的として制定された「障害者の雇用の促進等に関する法律」に

基づき、地方公共団体は毎年、障害者である職員の雇用状況を厚生労働大臣に報告することとなって

おります。 
   

 令和元年度 令和２年度 

雇用率（％） 3.14 3.09 

 


